
北海道告示第10187号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和３年２月５日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その29）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 医療機器管理室施設整 次の(1)及び(2) 医療機器管理室として必要な新 100分の31.35以 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、総

備事業 に掲げる条件に該 築、増改築及び改修に要する工事費 内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 合振興局又

医療機器に係る評価・ 当し、知事が適正 又は工事請負費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日 は振興局の

選定・保守管理、廃棄ま と認めた医療機関 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第32号様式 提 出 先 保健福祉部 保健環境部

での一貫した管理を行う の開設者（地方公 の収入金がある 保福第32号様式 別に指示する様式 地域医療推 長又は地域

医療機器管理室を整備す 共団体、地方独立 ときは、補助金 別に指示する様式 進局地域医 保健室長を

ることにより、医療機器 行政法人、日本赤 等の額の算定に 療課 経由するこ

の適正な使用を推進し、 十字社、社会福祉 当たり、当該寄 と（札幌市､

患者に対する安全対策に 法人恩賜財団済生 附金その他の収 小樽市､函館

資するため、予算の範囲 会、全国厚生農業 入金の控除等を 市及び旭川

内で交付する。 協同組合連合会及 行う。） 市の場合を

び社会福祉法人北 除く。）。

海道社会事業協会

を除く。）

(1) 地域医療支援

病院や地域がん

診療拠点病院

等、地域におけ

る中核的な医療

機関であるこ

と。

(2) 医療機器管理

室は臨床工学技

師等による管理

体制が整えられ



ていること。

２ 看護師宿舎施設整備費 医療法（昭和23 看護職員が働きやすく離職防止に ３分の１以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部

補助金 年法律第205号） つながる看護師宿舎の個室整備に伴 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

看護師宿舎の新築及び 第７条の規定に基 う新築、増改築、改修に要する工事 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第450号様式 る日

増改築等による個室化整 づき許可を受けた 費又は工事請負費。ただし、次に掲 の収入金がある 保福第450号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

備を行うことにより、看 病院及び診療所、 げる費用を除く。 ときは、補助金 別に指示する様式 地域医療推

護職員の離職防止及び就 又は同法第８条の (1) 土地の取得又は整地に要する費 等の額の算定に 進局医務薬

業定着を図ることを目的 規定に基づき届出 用 当たり、当該寄 務課

として、予算の範囲内で した診療所の開設 (2) 門、柵、塀及び造園工事並びに 附金その他の収

交付する。 者で、次に掲げる 通路敷設に要する費用 入金の控除等を

者(地方自治法（昭 (3) 設計その他工事に伴う事務に要 行う。）

和２２年法律第６ する費用

７号）第１条の３ (4) 既存建物の買収に要する費用

に規定する地方公 (5) その他の整備費として適当と認

共団体及び地方独 められない費用

立行政法人法（平

成１５年法律第１

１８号）第２条第

１項に規定する地

方独立行政法人を

除く。)。

(1) 社会福祉法人

(2) 健康保険組合

及びその連合会

(3) 国民健康保険

組合及びその連

合会

(4) 学校法人及び

準学校法人

(5) 社団法人及び

財団法人

(6) 医療法人

(7) その他知事が

適当と認める者


